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ピリティ J W産業と経済(奈良産業大学)J1第 8巻第 2 号(1993年 9 月〉を参照のこと。
(3) エコロジーの思想的・倫理的影響については，ロデリック・ F ・ナッシュ著，岡崎洋監修，松野弘

































( 4 ) Richard Spurgeon, Ecology, U sborne Publishing Ltd. , London , 1988, p. 35. 
(5) ア Jレド・レオポノレド著，新島義昭訳『野性のうたが聞こえる』森林書房， 1986年， 313----314ページ。








































(10) 藤田祐幸・槌田敦/文，村上寛人・小林賢司/イラスト『エントロピー』現代書館， 1985年， 21ベ
ーシ。







































































(15) 開放定常系については，室田武『前掲書~， 53 ページ，槌田敦『前掲書~ 60'"'-'63 ページ等を参照さ
れたい。












































































































(20) フランシス・ケア γ グロス著，東京海上火災保険グリーンコミ y ティ訳『地球環境と成長一一環境
に f値段」をつける一一』東洋経済新報社， 1992年. 205ページ。
(21) 正確には，ケアングロスはエントロピー論者にもほんの少し触れているが，彼女の論理展開には利
用していない。Ii'前掲邦訳書.ß. 30ページ，参照。













































































































(31) バークレイ=セクラー『前掲邦訳書~， 31 ページ。 なお，ノ、ノミードの引用の主要部は次の通りであ




































































(34) OECD 環境委員会『前掲邦訳書11 ， 313ページ。
(35) Cf. Rob Gray, The Greening of Accountancy: The Profession afler Pearce (The Chartered 
Association of Certified Accountants; Certified Research Report 17), Certified Accountants 
Publication Ltd. , London, 1990. また，拙稿 r(原著紹介〉グリーン・アカウンティングJ 11社会
関連会計研究』第 4 号 0992年11月)， 山上達人「企業会計と環境問題一一グレイの環境保護会計に



























































































ている代償なのである」。 一般に，時間がかかり浪費の多い技術に比べ「生産性の高いJ r よ
り早く生産できる」技術の方が良いのだが，それもエネルギー効率を考慮に入れなければ不毛
である。技術開発がもっ落とし穴は「資源の利用効率は，迂回度の高い技術の場合ほど低い」
ということである。これまでは，低価格の石油利用が，迂回度の高い技術の存在をコスト的に
許してきたので、ある。しかし地球温暖化問題によって二酸化炭素の排出が社会的に問題視され
始めてきた。このことは， トータルなエネルギー効率についての再考，すなわち石油利用の可
否を我々に要求するはずである。事実， LCA (ライフサイクノレアナリシス(又はアセスメン
ト))という概念が出現しており，製品の仕入れから廃棄に至る全過程で、のエネルギー効率・
環境負荷量を測定しようとしている。少ないながらもエントロピーをLCAに導入する研究も
見られる。 LCAの目的はエネルギー効率だけで、はなしさまざまな環境負荷物質を含めての
総合的判断材料を提供することにあるようであるが，これまでのように安易な石油利用に対す
る抑止力となる可能性は大きいであろう。
-枯渇性資源，有毒物質，放射性物質の製造，使用，販売禁止
これらの物質については，その負の効果について，負の影響を被る者(生物，環境〉に対し
て，また我々の世代が次世代に対して，釈明不能なものであるから，倫理的には使用が許され
ない。可能な限り，安全な代替品を開発し，利用するのは医療用品等に限定する。代替品の価
格がいかに高価で、あっても，環境への負荷は算定不能であり，算定不能のマイナスの効果は「
(38) 藤田祐幸・槌田敦/文『前掲書~， 110ページ。
(39) リフキン『前掲邦訳書~， 170ページ。
(40) 室田武『前掲書~， 46~74ページを参照されたい。
(41) LCAについては，エコマテリアル研究会編『日本における LCA研究の現状と将来の課題』エコ
マテリアル研究会， 1994年を参照されたい。
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マイナス無限大」と評価すべきであるから，長期的には安くつくとみなすことができる。
当面使用せざるを得ないのであれば，材料・製品のリサイクルと組み合わせた製品のデポジ
ット(預託金〉制度を導入する。 r消費者は故意に，または無意識に捨てる可能性がある」こ
とを前提にすれば，企業が生産し販売した製品を，企業が責任をもって回収するのは当然であ
る。また，消費者もそのためのコスト負担は応分にすべきである。デポジット制度は，きちん
と不用品・廃棄物を返却し，回収しようとする者にはメリットがあり，そうでない不心得者に
はデメリットをもたらす利点がある。有害・危険な物質を利用する場合，使用後の処置につい
ての配慮は販売，生産段階以前の研究開発段階にまでさかのぼる。回収可能性が保障できない
ような製品には有害・危険物質を使用しない配慮が必要である。また，分解可能な材料の使用
についても，生態系の分解能力を越えないような配慮が必要である。
これに加えて，公的監視を行い，こうした物質の採掘，精錬，生産，販売，消費，使用後の
処理・管理について，各当事者に対して厳格な記録と報告，公開を課し，自然界への流出を完
全にストップする(自然循環に乗せない〉。放射性物質・有毒物質については軍事面・テロリ
ズムへの悪用が常に懸念されるので，国際的な査察制度が不可欠である。とくに危険性の高い
プルトニウム等の放射性廃棄物については生産を全面禁止し，現在までに生産されたものにつ
いては今後数十万年間(崩壊期間〉の管理を責任者(例えば電力産業)に徹底させる必要があ
る。
しかし，この管理と責任者に関しては，例えば，ほんの数十年前に生産されたPCB入りの
コンデンサーでさえ，その使用中止後の管理が徹底していなし、。コンデンサーのように小規模
で多数の管理責任者がいる場合と，プルトニウムのように電力会社といった大規模で少数の管
理責任者がいる場合とを単純に比較することはできないが，長期間，廃棄物を管理するという
ことは，管理責任者の交代による引き継ぎの問題，企業の倒産，事故，天災，政変等により困
難を極めると見るのが妥当であろう。結局，こうした危険物質の管理はあいまいになってしま
う危険性がある。それだからこそ，こうした物質は元から断つこと，すなわち生産も利用も販
売もしてはならないのである。
-広告宣伝活動
およそ広告宣伝活動は「拡大志向」と表裏一体のものであり，需要喚起を直接の目的として
いる。定常経済では，総需要抑制の政策が必ず求められるものでもないが，電力や水の消費増
加は抑制すべきであるとの見解もある。環境面からも広告宣伝活動についての見直しが迫られ
ている。
σ) 広告塔，野立広告の禁止。この論拠としては，都市景観・伝統的景観を破壊し，植物生長スペー
スを臨書することが挙げられる。
(42) 自治体の台帳に登録されているが現実にはそこに保管されていない事例がかなりある。
(43) パーグレイ=セグラー『前掲邦訳書~， 234ページを参照のこと。
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〈イ)夜間照明の規制。この論拠としては，星空を見る権利，夜行性生物生態系の撹乱防止，省エネが
挙げられる。
(分環境汚染物質・危険物等の情報を必ず広告・効能書に掲載する。
(;I:)広告宣伝費は原則として会計基準では「費用J とはせず，利益からの分配項目とすること。
.情報公開
良好な環境は人間・生物にとって生存の基礎的条件である。その環境を脅かす行為について，
当事者には知る権利，反論する機会が与えられねばならない。したがって，企業機密は，環境
権に優先できないと考える。①新たな化学物質の開発，バイオテクノロジーなど，自然界にな
いもの(未知の影響をもつもの〉を開発・利用する場合 r特許・機密」を盾に情報公聞を拒
むことはできない。②汚染物質・有毒危険物質の質・量についても，これを公衆に公開する。
③環境管理が健全に実施されているか，定期的な第三者による外部環境監査を実施し，監査結
果を公表する。④要求があれば，公衆，とくに隣人・地域住民の工場・事業場への立ち入りを
拒まない。
以上のように，環境重視の時代では，能率ダウン，スピードダウンはやむを得ない。それで
あればこそ，幾何級数的経済成長は，民主的な「話し合いと合意形成j の下で，緩やかに減速
→停止することができる。
V. おわりに
以上のように，定常経済の実現には，エントロピ一法則の直視，生態系の配慮に依拠した企
業文化・企業理念の根本的転換が必要とされる。現在の幾何級数的成長という文化風土にある
企業がその転換を図るには相当の努力と，消費者や社会の側の同様の変化とを必要とするであ
ろう。しかし，最後に「法人J そのものが責任を有する，という意識が重要であることを付言
しておきたい。
およそ現代社会において， r企業の意志決定」が及ぼす影響は広範で深い。 r法システムは，
個人のリアリティーという幻想を維持するために，ありとあらゆることを行っている。……今
日，問題は徐々に団体の問題となりつつあることを，われわれが認めるならば，……その解決
策には，どのようにして「法人J (最も広い意味で〉本体が管理されるのか，を把握すること
が含まれねばならない。……何の効き目もないような刑事上の罰金を科すことに代えて，
rc法人の]プライパシー侵害」という抗議が出たとしても，今や，防止策としてずっと有効な，
工場内での検査を実行に移すべき時である」。 さらに付け加えれば，このような「検査J r外
(44) アメリカでは法制化されつつある。
(45) 外部環境監査とその監査結果の公表については英国・ボディショップ社の例等がある。拙稿「企業
環境情報ディスクロージャーと情報監査一一イギリスのボディショップの先進的事例の検討一一」会
計フロシティア研究会編『財務会計のフロンティア』中央経済社， 1993年を参照されたい。
(46) グリストファー・ストーン「樹木の当事者適格一一承前一一J .~現代思想』第18巻第12号(1990年
12月)， 227"'227ページ。
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部環境監査」に対して否定的・消極的態度で望むのではなく，むしろ積極的な公開姿勢が望ま
れる。第三者による環境監査，情報公開さらには，工場・事業場自体の地域への開放に向けた，
新たな企業像の構築一一徹底したオープン・マネジメントであり，自然環境自体の存在権に基
づく，多様な個人から自然に至るまでの経営参加一ーが始まろうとしている。
こうした一見緊縮的な経済運営が可能かどうか，それでも社会は「明るい」かということは
大きな問題である。これは，何をもって善とするのかという価値観の問題である。どのような
社会においても一定の規範は必要である。エントロビーと生態系への配慮を謡う「土地倫理」
という規範に則り，自然と共存し，自然の限界の中での人間の可能性を追求することが「自然、
な」姿ではないか。エントロピー的限界があるのは，地球に暮らす以上 r与件」であり，絶
対不可侵の領域なのである。資源やエネルギーの消費量の抑制を検討すべきならば，当然，売
上高の抑制ということも多くの産業分野で検討することになろう。それが従来の感覚での「痛
みJ，すなわち利益や収益性の低下を伴わないではないであろう。しかし，長期的生存を我々
が選択するならば，それは社会全体が我慢してしかるべき痛みである。
さらにいえば，これからは大規模集中型の企業よりも，中小分散型企業への脱皮が要請され
る。ソーラー・エネルギー，自然エネルギーの特徴は，大規模集中型のエネノレギ一利用はで、き
ない点にある。自給自足型・地域自立型の経済圏であれば，再生可能エネルギーでの暮らしは
十分可能であると，メドウズらをはじめ多くの者が論じている。それには，人間の生活単位を
都市集中型から農山漁村分散型へ移行することになる。
石油にしろ太陽エネノレギーにしろ，それを大量に使うという発想は，これまでの人類の世界観を実現
させるためのエネルギー的手段にすぎない。だから，この世界観の誤謬を正すことなく，単にエネル
ギーに何を使うかという議論だけでは，私たちの眼前にせまった“エントロピー増大"の危機に対す
(4の
る解決には，何ら貢献しないのである。
そこでは，日本中が，あるいは世界中が同じような消費行動パターンを取るような社会ではな
い。大量生産・大量消費，そのための大規模なマーケティング・広告宣伝活動を必要とするよ
うな企業は不要である。地域の生態系に密着 L，それを守ると同時に活用し，文化的多様性の
一部となって住民に満足と楽しみを与えてくれる企業が，その地域に必要とされる企業である。
定常経済だからといって停滞経済ではない。 r発展」は経済的な面だけに生ずるので、はない。
文化，芸術，宗教等，あらゆる場面で常に発展はある。かつてのフロンティアのように土地を
開発し工場を林立させ，森林を開墾し大都市のピノレ群を建設するという野望は捨でなければな
らなし、。しかし，それとは異なる喜びもある。
大気圏の水の循環が絶えず地表に低エントロピー源としての降水をもたらしそうしたヰ2F環が土
壌の機能を介して生態系を開放定常系に保つ限り，フロンティアは常にそこにあるのである。
(47) リフキン『前掲邦訳書j， 250ページ。
(48) 室田武『前掲書j， 62ベージ。
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